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規第４８号 
国立大学法人東北大学における大学の評価に関する規程 

（趣旨） 
第１条 この規程は、国立大学法人東北大学（以下「本学」という。）における大学の評価に関し、

必要な事項を定めるものとする。 
（方針） 

第２条 本学においては、研究教育活動等について各種の評価を行うとともに必要な改善を行い、

もって本学の研究教育水準の不断の向上に努めるものとする。 
（評価委員会） 

第３条 本学に、全学に係る次の各号に掲げる事項を行うため、評価委員会（以下「委員会」とい

う。）を置く。 
一 学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下「法」という。）第１０９条第１項に定める点

検及び評価（以下「自己点検・評価」という。）の実施 
二 法第１０９条第２項及び第３項に定める評価（以下「認証評価」という。）への対応 
三 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３１条の２第１項に定める評価への対応 
四 学外者による評価（認証評価を除く。以下「外部評価」という。）の実施 
五 自己点検・評価及び外部評価の結果並びに認証評価への対応により改善が必要と認められる

事項の整理 
六 その他大学の評価に関し必要な事項の検討 

２ 委員会は、その所掌事項を行うに当たっては、部局と連携を図るものとする。 
３ 委員会は、第１項各号に掲げる事項について、評価の分析を担当する室に、その具体的専門作

業を行わせるものとする。 
（組織） 

第４条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
一 総長が指名する理事又は副学長 若干人 
二 総長が指名する副理事又は総長特別補佐 若干人 
三 その他委員会が必要と認めた者 若干人 
（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は前条第１号に掲げる委員のうちから総長が

指名する者をもって、副委員長は委員長が指名する委員をもって充てる。 
２ 委員長は、会務を総理する。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

（委嘱） 
第６条 第４条第３号に掲げる委員は、総長が委嘱する。 
（任期） 



第７条 第４条第３号に掲げる委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員及び

専門委員の任期は前任者の残任期間とする。 
（評価結果への対応） 

第８条 総長は、自己点検・評価及び外部評価の結果を取りまとめたときは、その評価結果につい

て役員会、経営協議会及び教育研究評議会（以下「役員会等」という。）に報告し、外部へ公表

する。 
２ 総長は、委員会による評価等の結果に基づき改善が必要と認められるものについては、役員会

等に検討を発議する。 
（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、企画室において処理する。 
（雑則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。 
附 則 

１ この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 
２ 東北大学自己点検及び自己評価に関する規程（平成４年規第５８号）は、廃止する。 

附 則（平成１３年３月３１日規第８１号改正） 
この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年１１月２０日規第１６０号改正） 
この規程は、平成１３年１２月１日から施行する。 

附 則（平成１４年４月８日規第１００号改正） 
この規程は、平成１４年４月８日から施行し、改正後の第４条第３号及び第４号並びに第６条第

２項第１号の規定は、平成１４年４月１日から適用する。 
附 則（平成１４年１１月１９日規第１６５号改正） 

この規程は、平成１４年１１月１９日から施行し、改正後の第４条、第５条、第７条及び第８条

の規定は、平成１４年１１月６日から適用する。 
附 則（平成１５年１０月１日規第１３８号改正） 

１ この規程は、平成１５年１０月１日から施行する。 
２ この規程施行の際現に改正前の第６条第２項第３号及び第４号に規定する専門委員である者は、

改正後の同条第２項第３号に規定する専門委員として委嘱されたものとみなす。 
附 則（平成１６年４月１日規第１０８号改正） 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 
附 則（平成１７年６月２１日規第１５３号改正） 

この規程は、平成１７年６月２１日から施行し、改正後の国立大学法人東北大学における大学の

評価に関する規程の規定は、平成１７年４月１日から適用する。 
附 則（平成１８年１１月２２日規第１７０号改正） 

この規程は、平成１８年１１月２２日から施行し、改正後の第４条、第６条及び第７条の規定は、

平成１８年１１月６日から適用する。 



附 則（平成２０年３月１１日規第２２号改正） 
この規程は、平成２０年３月１１日から施行し、改正後の第３条第１項第１号及び第２号の規定

は、平成１９年１２月２６日から適用する。 
附 則（平成２０年４月２２日規第１０７号改正） 

この規程は、平成２０年４月２２日から施行し、改正後の第１０条の規定は、平成２０年４月１

日から適用する。 
附 則（平成２３年１０月１１日規第９２号改正） 

この規程は、平成２３年１０月１１日から施行し、改正後の第１０条の規定は、平成２３年１０

月１日から適用する。 
附 則（平成２５年４月２３日規第６６号改正） 

この規程は、平成２５年４月２３日から施行し、改正後の第１０条の規定は、平成２５年４月１

日から適用する。 
附 則（平成２６年４月２２日規第８２号改正） 

この規程は、平成２６年４月２２日から施行し、改正後の第１０条の規定は、平成２６年４月１

日から適用する。 
附 則（平成２８年３月１日規第２０号改正） 

この規程は、平成２８年３月１日から施行する。 
附 則（平成３０年５月８日規第８８号改正） 

この規程は、平成３０年５月８日から施行し、改正後の第４条第３号の規定は、平成３０年４月

１日から適用する。 
附 則（平成３１年４月２３日規第７２号改正） 

この規程は、平成３１年４月２３日から施行し、改正後の第９条の規定は、平成３１年４月１日

から適用する。 
附 則（令和７年３月２６日規第１５号改正） 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 
 


